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新潟県福祉のまちづくり条例の解説 
 

新潟県 福祉保健部 障害福祉課 

土木部 都市局 建築住宅課 

 

（平成21年 4月1日版） 

条  文 解     説 

 

(前文) 

豊かな自然の中で温かい人の心がはぐ

くまれたこの地において、老いも若きも、

障害のある人もない人も、誰もが、その基

本的人権を尊重され、安心して暮らせる人

にやさしい福祉社会を実現することは、私

たち県民すべての願いである。 

こうした社会を実現するためには、高齢

者、障害者等の行動を阻む物理的又は心理

的な障壁等の除去を通じて、すべての人が

自由に活動でき、主体性を保ちながら社会

参加できるように、福祉のまちづくりを進

めていくことが必要である。 

ここに私たちは、県民一人ひとりが豊か

さを実感できる住みよい新潟県の実現を

図るため、県民総参加による福祉のまちづ

くりを推進していくことを決意し、この条

例を制定する。 

 

 

(前文) 

本条例の前文は、「福祉のまちづくり」の理念として、この条例を制定することの

意義、目的を明らかにした。 

当県は、四季折々の豊かな自然に恵まれ、人情の豊かな地である。この新潟の地

で、老若男女を問わず、また障害のある人もない人も、すべての人が基本的人権を

尊重され、地域社会で安心して生活し、自由に活動できる社会を目指すノーマライ

ゼーションの理念の具現化を目標に据えている。 

このためには、高齢者や、障害者等の社会参加を阻んでいる物理的、心理的な障

害等を除去し、県民一人ひとりが、自分の希望する場所で、自分の希望する活動が

保証されることが大切である。また、これがたんなる理想に止まることなく、身近

な場所で実現されることが必要であると考え、県民総参加の下、目標に向かって進

んでいくことを宣言したものである。 

第1章 総則 
 

 

(目的) 

第1条 この条例は、福祉のまちづくりに

ついて、県、市町村、事業者及び県民の

責務を明らかにするとともに、高齢者、

障害者等の自立と社会参加を促進する

ために、県民の理解の下で、高齢者、障

害者等が安全かつ快適に地域で生活で

きるような生活環境の整備を図る施策

を推進し、もって、豊かな福祉社会の実

現に寄与することを目的とする。 

 

 

 

 

(目的) 

 本条は、条例全体の目的を明らかにしたものであり、福祉のまちづくりを進める

に当たっての基本的な考え方を示したものである。 

 これまで、一般的に、高齢者や障害者等は社会的な弱者として捉えられ、社会シ

ステムや県民の意識において、必ずしもその能力が十分に発揮され、主体性、自主

性を持って社会参加できる状況にはなかった。 

 今後は、こうした人々の社会参加を積極的に支援していくため、高齢者や障害者

等にとって住みよい社会は、全ての人が住みよい社会であるとの基本認識に立って、

福祉のまちづくりを進めていくことが重要である。 

 

〔用語の説明〕 

●「責務」とは、県、市町村、事業者及び県民に、それぞれが果たすべき一定の

義務、負担等を負わせることをいい、個別には、第3条から第6条に規定して

いる。 
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●「生活環境の整備」とは、建築物、道路、交通ターミナル等における物理的な

障壁の除去、情報収集、コミュニケーションに当たってのハンディキャップの

軽減を図ることなどをいう。 
 

(定義) 

第2条 この条例において、次の各号に掲

げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。 

 

(定義) 

本条は、この条例に用いられている用語を定義したものである。 

 第 4号の規定は、第3条から第5条に規定する県、市町村及び事業者の責務とし

ての施設整備努力義務の対象となる施設として、公共的施設だけでなく住宅その他

の施設についても対象としていることから設けたものである。 

 

〔用語の説明〕 

●「高齢者」とは、一般に65歳以上の者をいう。 

●「障害者」とは、身体障害、知的障害又は精神障害（「障害」と総称する。）が

あるため、継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける者をいう。（障

害者基本法第2条） 

●「妊産婦」とは、妊娠中の女子及び出産後 1 年以内の女子をいう。（労働基準

法第64条の3、児童福祉法第5条） 

●「公共的施設」とは、この条例の対象となる施設であり、多数の者が利用する

施設で、26種類の建築物、4種類の非建築物を規則で定めている。 

●「公共車両等」とは、一般旅客の用に供する鉄道の車両、自動車及び船舶で所

有又は管理する事業者が、高齢者、障害者等が安全かつ快適に利用できるよう

整備するよう努めなければならないものをいう。（なお、安全かつ快適に利用

できる整備基準については、条例では特に基準を設けていないが、これらが県

の区域を越えて広域的な移動をするという特性を持つことから、国土交通省監

修の「バリアフリー整備ガイドライン（車両等編）」を基準とした整備を図る

こととする。） 

●「施設等」とは、多数の者の利用に供する公共的施設に限らず、広く公共車両

等を含むものである。 

 

【規則で定める26種類の建築物、4種類の非建築物】 

○建築物 

①病院、診療所又は薬局、②劇場、観覧場、映画館又は演芸場、③集会場又は

公会堂、④展示場、⑤卸売市場又は百貨店、マーケットその他の物品販売業を

営む店舗、⑥ホテル又は旅館、⑦社会福祉施設、⑧体育館、水泳場、ボーリン

グ場その他スポーツをするための施設又は遊技場、⑨博物館、美術館又は図書

館、⑩公衆浴場、⑪飲食店又はキャバレー、料理店、ナイトクラブ、ダンスホ

ールその他これらに類するもの、⑫銀行等、⑬公益事業の店舗、⑭理容所又は

美容所、⑮クリーニング取次店、貸衣装屋、旅行代理店その他の公衆に直接サ

ービスを提供するサービス業を営む店舗、⑯駅舎等、⑰自動車車庫、⑱公衆便

所、⑲国又は地方公共団体の事務所、⑳学校等、○21公共用歩廊、○22共同住宅、

寄宿舎又は下宿、○23事務所(19の項に掲げるものを除く。)、○24工場、○251の項

から 21 の項までに掲げる施設のうちの 2 以上の施設が複合して構成された建

築物の当該2以上の施設の共用部分、○26地下街 

○非建築物 

(1) 高齢者、障害者等 高齢者、障害

者、妊産婦その他の者で、日常生活

又は社会生活において行動上の制限

を受けるものをいう。 

 

(2) 公共的施設 病院、百貨店、社会

福祉施設、銀行、官公庁舎、道路、公

園その他の多数の者の利用に供する

施設で、規則で定めるものをいう。 

 

(3) 公共車両等 一般旅客の用に供

する鉄道の車両、自動車及び船舶で、

規則で定めるものをいう。 

 

(4) 施設等 公共的施設その他の施

設及び公共車両等をいう。 
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①道路、②公園、③駐車場、④公共交通機関の施設 

 

【規則で定める公共車両等】 

＊鉄道の車両 － 新幹線鉄道構造規則第2条第6号に規定する旅客用電車及び 

普通鉄道構造規則第2条第1項第11号に規定する旅客車 

＊自動車 ――― 道路運送法第3条第1号イに規定する車両（路線バス）及び

ハに規定する車両（タクシー） 

＊船舶 ―――― 海上運送法第2条第5項に規定する一般旅客定期航路の船舶 

 

 

(県の責務) 

第3条 県は、事業者及び県民の参加と協

力の下に福祉のまちづくりに関する基

本的かつ総合的な施策を策定し、及び実

施するように努めるものとする。 

 

(県の責務) 

本条は、福祉のまちづくりに関する県の責務を明確にしたものである。 

福祉のまちづくりを推進していくには、県、市町村、事業者及び県民がそれぞれ

の立場で、その責務を果たしていくことが重要である。 

特に、県は、市町村を包括する自治体として、広域的な観点から市町村と連携し

て、福祉のまちづくりに関する基本的かつ総合的な施策を策定しこれを実施してい

くものであり、具体的な施策については第7条で規定している。 

また、第 2項は、県が、自ら所有又は管理する施設について、市町村や事業者に

率先して高齢者や障害者等が安全かつ快適に利用できるよう配慮し、整備を進める

責務があることを定めたものである。 

 

〔用語の説明〕 

●「整備の促進に努める施設」とは、第2条に規定している「施設等」であり、

多数の者の利用に供する公共的施設はもとより、公共的施設以外の施設（例え

ば、県営住宅など）であっても、高齢者や障害者等の存在を常に意識した整備

を行うことを求めるものである。 
 

2 県は、自ら所有し、又は管理する施設

等について、高齢者、障害者等が安全か

つ快適に利用できるように配慮し、及び

整備を進めるように努めるものとす

る。 

 

 

 

 

 

 

(市町村の責務) 

第4条 市町村は、福祉のまちづくりに関

し、県の施策に協力するとともに、その

区域の実情に応じた施策を策定し、及

び実施するように努めるものとする。 

 

(市町村の責務) 

本条は、福祉のまちづくりに関する市町村の責務を明確にしたものである。 

市町村は、住民に最も身近な自治体として地域の実情にも精通しており、県が行

う広域的、総合的な施策と相まって、当該市町村の実情に応じ、また、その特性を

生かした福祉のまちづくりの施策を策定し、実施するものである。 

また、第 2項は、市町村が、自ら所有又は管理する施設について、事業者に率先

して高齢者や障害者等が安全かつ快適に利用できるよう配慮し、整備を進める責務

があることを定めたものである。 

 

〔用語の説明〕 

●「区域」とは、市町村の全域をいうものであり、市町村内の地理的、自然的状

況や社会的状況の異なる地域を含んだ全エリアをいう。 

●「施設等」とは、前条第2項に規定する施設等と同義である。 
 

2 市町村は、自ら所有し、又は管理する

施設等について、高齢者、障害者等が

安全かつ快適に利用できるように配慮

し、及び整備を進めるように努めるもの

とする。 

 

 

 

(事業者の責務) 

第5条 事業者は、県又は市町村が実施す

る福祉のまちづくりに関する施策に協

力するように努めるものとする。 

(事業者の責務） 

本条は、福祉のまちづくりに関する事業者の責務を明確にしたものである。 

事業者も事業活動を行う上で、社会の一員であり、地域社会と密接な関連を持っ

ていることを認識し、自発的にまちづくりに取り組む責務があり、県又は市町村が
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 実施する福祉のまちづくりに協力することが必要である。 

また、第 2項は、事業者が、自ら所有又は管理する施設や公共車両等について、

高齢者や障害者等が、安全かつ快適に利用できるよう配慮し、整備を進める責務が

あることを定めたものである。 

 

〔用語の説明〕 

●「施設等」とは、第3条に規定する施設等と同義である。 
 

2 事業者は、自ら所有し、又は管理する

施設等について、高齢者、障害者等が

安全かつ快適に利用できるように配慮

し、及び整備を進めるように努めるもの

とする。 

 

 

(県民の責務) 

第6条 県民は、県又は市町村が実施する

福祉のまちづくりに関する施策に協力

するように努めるものとする。 

 

(県民の責務） 

本条は、福祉のまちづくりに関する県民の責務を明確にしたものである。 

県民は、福祉のまちづくりの主体であり、県民の理解と協力なくしてまちづくり

を進めることができないことから、行政が実施する福祉のまちづくりの施策に協力

を求めるものである。 

また、第 2項は、高齢者や障害者等が、安全かつ快適に利用できるように整備さ

れた施設等を利用する際の妨げとなるような行為を禁止しているものである。 

 

〔用語の説明〕 

●「利用の妨げとなる行為」とは、歩道等への自転車放置や違法駐車、障害者用

トイレの汚損などをいう。 
 

2 県民は、高齢者、障害者等が安全かつ

快適に利用できるように整備された施

設等の利用の妨げとなる行為をしては

ならない。 

 

 

 

第2章 施策の基本方針等 
 

 

(施策の基本方針) 

第7条 県は、第1条の目的を達成するた

め、次に掲げる基本方針に基づく施策を

計画的に実施するものとする。 

 

(施策の基本方針） 

本条は、条例の目的を達成するための基本的かつ総合的な県の施策の基本方針を

述べたものであり、福祉のまちづくりを推進していくための具体的な施策を定めた

ものである。 

福祉のまちづくりを推進していくためには、事業者、県民の理解が不可欠である

が、現状は必ずしも十分でないことから、まず、事業者と県民の認識を深め、積極

的に取り組む気運を醸成していこうとするものである。 

第 2号では、高齢者や障害者等を含むすべての人々が、主体性、自主性を持って

社会参加できるよう、公共的施設を始めとした各種の施設や公共車両等を安全かつ

快適に利用できるように整備の促進を図ることを定めている。 

第 3号は、高齢者や障害者等の移動を確保し、積極的な社会参加を促進するため

には、施設などハード面の整備に止まらず、視・聴覚機能に障害を持つ人々にとっ

ては、意思の疎通や情報の入手の面で大きなハンディキャップになっていることか

ら、これらの充実を図ることとする。 

第 2項は、高齢者や障害者等の自立と社会参加を促進するためには、前項に規定

する施策だけでなく、「新潟県障害者計画」（平成18年3月策定）などの施策を着実

に推進していくことが必要であることから、これらの施策との調整を図りながら、

福祉のまちづくり施策を推進していくことを定めたものである。 

 

〔用語の説明〕 

●「施設等の整備」とは、公共車両等を含むものであり、たんに建築物だけでな

く、移動手段を確保するための整備を含むものである。 

●「意思の疎通のための手段及び情報提供」とは、手話通訳、手話奉仕員の養成、

(1) 福祉のまちづくりについて、事業

者及び県民が理解を深めるようにす

るとともに、それらの者の意識の高揚

を図ること。 

 

(2) 高齢者、障害者等が安全かつ快適

に利用できるように施設等の整備を

促進すること。 

 

(3) 高齢者、障害者等の円滑な意思の

疎通のための手段及び高齢者、障害

者等に対する適切な情報提供の充実

を図ること。 

 

2 県は、前項の施策の実施に当たっては、

高齢者、障害者等の自立と社会参加を促

進するための各種施策との調整を図る

ものとする。 
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視・聴覚情報提供施設の整備、点字広報などをいう。 

●「各種施策」とは、「新潟県障害者計画」を始め、国の各種計画、指針、基準

等をいう。 
 

(財政上の措置) 

第8条 県は、福祉のまちづくりを推進す

るため、必要な金融上の措置その他の

財政上の措置を講ずるように努めるも

のとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(財政上の措置） 

本条は、福祉のまちづくりを推進するための施策の一環として、県として行う、

必要な金融上の措置その他の財政上の措置の一般規定である。 

福祉のまちづくりを推進するためには、財政上の措置が不可欠との認識の下に、

財政的措置を含めての施策推進が必要としたものである。 

 

〔用語の説明〕 

●「必要な金融上の措置その他の財政上の措置」とは、第7条に規定する総合的

な施策を実施するための必要な金融上及び財政上の措置を含むものであるが、

特に、民間施設整備に対する低利融資制度、市町村の福祉のまちづくり推進計

画策定支援、各種啓発事業などを行うこととしている。（低利融資制度の概要

については第12条の解説参照） 
 

(推進体制の整備) 

第9条 県は、市町村、事業者及び県民と

連携して福祉のまちづくりを推進する

ための体制の整備に努めるものとする。 

(推進体制の整備） 

本条は、福祉のまちづくりを着実に推進するための体制整備に努めることを定め

たものである。 

県、市町村、事業者及び県民がそれぞれの責務に基づき福祉のまちづくりを進め

ていくことが基本であるが、実効を確保するためには、それぞれの密接な連携と相

互協力が必要なことから、そのための体制整備を図ろうとするものである。 

 

第3章 施設等の整備 

第1節 公共的施設の整備 

 

 

 

(整備基準等) 

第10条 知事は、公共的施設における出入

口、廊下、階段、昇降機、便所、駐車場

その他の部分であって多数の者の利用

に供するものの構造及び設備の整備に

関し、高齢者、障害者等が安全かつ快適

に利用できるようにするための必要な

基準(以下「整備基準」という。)を、規

則で定めるものとする。 

 

(整備基準等) 

本条は、多数の者の利用に供する公共的施設について、高齢者、障害者等が安全か

つ快適に利用できるようにするための基本的な整備項目（箇所）として、廊下、階

段、傾斜路、便所、敷地内の通路、駐車場などについて、その構造及び設備の仕様

等を定めることとしたものであり、具体的な基準については、規則で定めることと

した。 

第 2項は、前項の整備基準のほか、高齢者、障害者等がより安全かつ快適に公共

的施設を利用できるようにするための、目標となる基準を設定できることとした。 

 

〔用語の説明〕 

●「多数の者の利用に供するもの」とは、公共的施設のうち、多数の者が利用す

る部分であり、整備基準の適用はこの部分に限られるとした。 

＊例えば、物品販売店舗の場合、倉庫、荷物搬送用エレベーターや従業員のト

イレなどは整備基準の適用を受けない。 

 

【規則で定める整備項目】 

○建築物 

①廊下その他これに類するもの、②階段、③階段に代わり、又はこれに併設す

2 知事は、整備基準のほか、高齢者、障

害者等がより安全かつ快適に公共的施

設を利用できるようにするための目標

となる基準を定めることができる。 
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る傾斜路、④便所、⑤敷地内の通路、⑥駐車場、⑦エレベーター、⑧エスカレ

ーター、⑨主たる利用経路、⑩標識、⑪案内板等、⑫視覚障害者利用経路、⑬

授乳場所等、⑭客席、⑮共同浴室等、⑯更衣室及びシャワー室、⑰客室、⑱受

付カウンター及び記載第、⑲公衆電話台 

○道路 

①歩道 

○公園 

①園路及び広場、②屋根付広場、③休憩所及び管理事務所、④野外劇場及び野

外音楽堂、⑤便所、⑥駐車場、⑦掲示板及び標識、⑧案内板 

○駐車場 

①出入口、②駐車場 

○公共交通機関の施設 

①改札口、②通路、③傾斜路、④エスカレーター、⑤階段、⑥誘導用床材及び

注意喚起用床材、⑦標識、⑧建築物以外における主たる利用経路、⑨乗降場等、

⑩便所 
 

(整備基準の遵守) 

第11条 公共的施設の新設(用途を変更し

て公共的施設にする場合を含む。)又は

改修(建築物については、増築、改築、

大規模の修繕及び大規模の模様替えを

いう。)(以下「新設等」という。)をし

ようとする者は、整備基準を遵守するも

のとする。ただし、敷地の状況、建築物

の構造その他やむを得ない理由により

整備基準に適合させることが著しく困

難である場合として規則で定める場合

は、この限りでない。 

 

 

 

 

 

 

 

(整備基準の遵守） 

本条は、施設の規模にかかわらず、公共的施設を新築、改築等しようとする者に

対し、高齢者、障害者等の利用に配慮した施設になるよう、条例の整備基準に適合

させるようその遵守を義務付けたものである。 

ただし書きは、新築等する場合にあっても、敷地状況など個々の事情に応じて、

整備基準を遵守させることが困難な場合が想定されることから、弾力的な運用を可

能としたものであるが、この適用に当たっては、客観的にみて真にやむを得ないと

認められる場合に限るものである。（施行規則第4条の2に規定） 

 また、その場合、遵守義務は免除されるが、整備基準に適合したことにはならな

い。 

 

〔用語の説明〕 

●「大規模の修繕及び大規模の模様替え」とは、建築物の主要構造部の1種以上

について行う過半の修繕及び過半の模様替えをいう。（建築基準法第2条） 

＊主要構造部：壁、柱、床、はり、屋根又は階段をいい、建築物の構造上重要

でない部分（間仕切壁、間柱、附け柱、揚げ床、最下階の床、廻り舞台の床、

小ばり、ひさし、局部的な小階段、屋外階段その他これらに類する建築物の

部分）を除くもの。（建築基準法第2条） 
 

(既存施設の整備) 

第12条 この節の規定の施行の際現に存

する公共的施設(新設等の工事中のもの

を含む。)を所有し、又は管理する者は、

当該公共的施設を整備基準に適合させ

るための措置を講ずるように努めるも

のとする。 

 

 

(既存施設の整備） 

本条は、条例が施行される際現に存在する公共的施設についても、これらの施設

が圧倒的に多く、これらの整備が進まないと生活環境改善の効果が上がらないこと

から、整備努力義務を定めたものである。 

 

〔説明〕 

●既存施設の整備については、施設の構造や敷地の状況等により、新築に比べ困

難であることから、第8条による財政上の支援として、より低利な融資制度を

設けることにより、整備の促進を図ることとした。 
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【融資制度の概要】 

・融資利率   改修及びその他 1.0％ 

新設      1.5％（中小企業者） 

新設      2.0％（上記以外の者） 

・融資限度額  1件5千万円 
 

(維持保全) 

第13条 公共的施設を所有し、又は管理す

る者(次条において「施設所有者等」と

いう。)は、当該公共的施設を整備基準

に適合させたときは、当該適合させた部

分の機能を維持するように努めるもの

とする。 

 

 

 

(維持保全） 

本条は、公共的施設を整備基準に適合した場合に、その所有者又は管理者は、常

に、当該施設を高齢者、障害者等が安全かつ快適に利用できるように努めなければ

ならないことを定めたものである。 

 

〔説明〕 

●施設を整備基準に適合させても、障害者用トイレが物置代わりになっていた

り、廊下に物が放置されているのでは、条例の趣旨がいかされないことから、

この規定が設けられたものである。 
 

(整備基準適合証の交付) 

第14条 施設所有者等は、当該公共的施設

が整備基準に適合している場合は、規則

で定めるところにより、整備基準に適合

していることを証する証票(次項におい

て「適合証」という。)の交付を知事に

請求することができる。 

 

(整備基準適合証の交付） 

本条は、新設、既設を問わず、公共的施設が整備基準に適合している場合は、高

齢者や障害者等の利用に配慮された施設であることを証する適合証を交付すること

を定めたものである。 

また、適合証を交付することにより、高齢者や障害者等の利用に配慮された施設

であることを広く普及し、高齢者や障害者等の行動範囲の拡大を図るとともに、施

設所有者の意識の高揚、施設整備の促進を図ろうとするものである。 

 

〔説明〕 

●適合証の交付に当たっては、施設所有者等からの「適合証交付請求書」等に基

づき、届出内容による整備がなされているか現地調査等により確認すること。 

 

 

2 知事は、前項の規定による請求があっ

た場合において、当該公共的施設が整備

基準に適合していると認めるときは、規

則で定めるところにより、当該施設所有

者等に対し、適合証を交付するものとす

る。 

 

第2節 特定公共的施設の整備 
 

 

(事前協議) 

第15条 公共的施設であって規則で定め

るもの(以下「特定公共的施設」という。)

の新設等をしようとする者は、その計画

(整備基準に適合させるべき部分を含ま

ない計画を除く。)について、規則で定

めるところにより、あらかじめ知事に協

議をしなければならない。当該協議に係

る計画を変更しようとするときも、同様

とする。 

 

(事前協議） 

本条は、公共的施設のうち、公益性、規模及び高齢者や障害者等の利用度等を勘

案し、一定規模以上の公共的施設を新設等しようとする者に対し、当該施設が高齢

者や障害者等の利用にどの程度配慮されているか把握するための手続を定めたもの

である。 

条例では、第11条の規定により全ての公共的施設について整備基準の遵守義務を

課しているが、そのうち、特に利用度の高い施設等に対し、次条の指導・助言の場

を通して、整備促進を図るために事前協議制を導入したものである。 

当初協議した工事内容を変更する場合も、同様に、再度、協議をしなければなら

ない。 

具体的には、規則で定めるところにより、工事着工の30日前までに協議すること
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2 特定公共的施設の新設等をしようとす

る者が、高齢者、障害者等の移動等の円

滑化の促進に関する法律(平成18年法律

第91号)第14条第1項の規定により同項

の建築物移動等円滑化基準に適合させ

なければならない当該特定公共的施設

について、建築基準法(昭和25年法律第

201号)第6条第1項(同法第87条第1項に

おいて準用する場合を含む。)の規定に

よる確認の申請書を提出したときは、当

該建築物移動等円滑化基準において整

備基準に適合させるための措置と同等

以上の措置が定められている事項につ

いては、前項の規定による協議をしたも

のとみなす。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

としており、建築物については、建築確認申請前又は同時に行うこととする。 

 

〔説明〕 

●事前協議は、法的には届出であり、整備基準に適合しないことをもって、受理

を拒むことはできない。 

●協議書提出先 建築物 ―――― 市町村（特定行政庁以外の市町村で2,000

㎡以上の場合は県地域整備部へ進達） 

建築物以外 ―― 県障害福祉課 

 

【規則で定める特定施設の面積】 

・面積要件のないもの（すべて） 

①病院、②集会場又は公会堂、③社会福祉施設、④博物館、美術館又は図書館、

⑤銀行等、⑥公益事業の店舗、⑦駅舎等、⑧公衆便所、⑨国又は地方公共団体

の事務所、⑩学校等、⑪公共用歩廊、⑫地下街、⑬道路、⑭公園（都市公園法

の公園、遊園地、動物園又は植物園）、⑮公共交通機関の施設 

・100㎡以上 

①診療所又は薬局、②理容所又は美容所 

・200㎡以上（客席面積） 

劇場、観覧場、映画館又は演芸場 

・300㎡以上 

①卸売市場又は百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗、②飲食店

又はキャバレー、料理店、ナイトクラブ、ダンスホールその他これらに類する

もの、③クリーニング取次店、貸衣装屋、旅行代理店その他の公衆に直接サー

ビスを提供するサービス業を営む店舗 

・500㎡以上 

①自動車車庫（駐車面積）、②建築物以外の路外駐車場（駐車面積） 

・1,000㎡以上 

①展示場、②ホテル又は旅館、③体育館、水泳場、ボーリング場その他スポー

ツをするための施設又は遊技場、④公衆浴場、⑤複合施設（共用部分を除く面

積） 

・3,000㎡以上 

①共同住宅、寄宿舎又は下宿、②事務所（国又は地方公共団体の事務所を除く）、

③工場 
 

(指導及び助言) 

第16条 知事は、前条第1項の協議があっ

た場合において、当該協議に係る特定公

共的施設が整備基準に適合しないと認

めるときは、当該協議をした者に対し、

必要な指導及び助言を行うことができ

る。 

 

 

 

(指導及び助言） 

本条は、前条の事前協議がなされた場合に、知事の行う行政指導の根拠を定めた

ものである。 

事前協議に係る当該特定施設が整備基準に適合していない場合は、基準に適合さ

せるよう指導・助言を行い、事業者の自主的な整備を促すものである。 

条例では、施設整備を促進する手法として、高齢者や障害者等の利用に配慮した

施設整備の促進に当たっては、社会全体の理解が十分でない現状においては、罰則

等により、一律、強制的に行わせることは適当でないことから、行政指導による指

導・助言により、事業者の理解と協力を得ることとしている。 
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〔用語の説明〕 

●「指導及び助言」とは、事前協議の内容が整備基準に満たない場合や整備され

ない場合には指導を行い、整備基準を満たすための方法や工夫などについて助

言を行うものである。 
 

(工事完了の届出) 

第17条 第15条第1項の協議をした者は、

当該協議に係る工事を完了したときは、

規則で定めるところにより、速やかにそ

の旨を知事に届け出なければならない。 

 

(工事完了の届出） 

本条は、事前協議を行った新設等の施設が、協議内容どおり、高齢者や障害者等

の利用に配慮した整備がされているかどうかを確認するためのものであり、次条の

完了検査を行うための手続として定めたものである。 

 

(完了検査) 

第18条 知事は、前条の規定による届出が

あったときは、当該届出に係る特定公共

的施設が整備基準に適合しているかど

うかについての状況(以下「整備基準適

合状況」という。)の検査を行うものと

する。 

 

(完了検査） 

本条は、前条の工事完了の届出のあった施設が、協議内容どおりの工事がされて

いるかどうかを確認するための検査を行うとともに、適合証交付に際しての適合状

況を把握するものである。 

(勧告) 

第19条 知事は、特定公共的施設の新設等

をしようとする者が第15条第1項の協議

を行わずに工事に着手したときは、当該

協議を行うべきことを勧告することが

できる。 

 

(勧告） 

本条は、事前協議を行わないで工事に着手した場合、あるいは、事前協議をしな

がらその内容と異なる工事を行い、かつ、整備基準に適合しない場合に、事前協議

の実効を確保するため、知事が、事前協議すべきこと、又は協議内容どおりの工事

を行うことを勧告できることを定めたものである。 

 

〔用語の説明〕 

●「その他必要な措置」とは、既に協議内容に沿った工事を行うことが実質的に

できないような場合に、整備基準に適合する工事又は適合させると同等以上に

高齢者や障害者等の利用に配慮した措置を講ずることをいう。 

 

 

 

2 知事は、第15条第1項の協議をした者

(同条第2項の規定により協議をした者

とみなされる者を含む。)が、当該協議

の内容と異なる工事を行い、かつ、その

工事により新設等をされる特定公共的

施設が整備基準に適合しないときは、当

該協議の内容の工事を行うことその他

必要な措置をとるべきことを勧告する

ことができる。 

 

(公表) 

第20条 知事は、前条第1項又は第2項の規

定による勧告を受けた者が正当な理由

がなくその勧告に従わないときは、規則

で定めるところにより、その旨及びその

勧告の内容を公表することができる。こ

の場合において、知事は、あらかじめそ

の勧告を受けた者に対し意見を述べる

機会を与えなければならない。 

(公表） 

本条は、前条に規定する勧告に正当な理由なく従わない場合に公表することを定

めたものである。 

これは、前条の勧告に係る施設については、指導・助言の機会が得られなかった

ために、高齢者や障害者等の利用に配慮した施設とはならないことが予想されるこ

とから、その情報を提供することにより県民の自己防衛を期待するものである。 

また、公表するに当たっては、勧告に従わないことについて正当な理由があるか

どうかを、あらかじめ、当該勧告を受けた者から意見を聴く機会を設けるものとす

る。 
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〔用語の説明〕 

●「正当な理由」とは、建築基準法など他の法令により事前協議内容の工事が不

可能となった場合などをいう。 

 

〔説明〕 

●公表は、勧告という行政指導に従わない場合の措置であるが、あくまでも県民

の自己防衛に資することを目的とした情報提供のための措置であり、行政手続

条例の不利益取扱には該当しない。 

●「公表の手続・内容」については、規則で定めるところにより、県報などによ

り、勧告を受けた者の住所及び氏名、勧告に従わない事実並びに勧告の内容を

公表する。 
 

(既存特定公共的施設の状況把握) 

第21条 知事は、必要があると認めるとき

は、この節の規定の施行の際現に存する

特定公共的施設(新設等の工事中のもの

を含む。)を所有し、又は管理している

者(次項において「既存特定公共的施設

所有者等」という。)に対し、規則で定

めるところにより、当該特定公共的施設

の整備基準適合状況について報告を求

めることができる。 

 

(既存特定施設の状況把握） 

本条は、条例が施行される際現に存在する公共的施設については、第12条の規定

により整備努力義務が課されているが、事前協議制のような手続規定がないため、

整備の度合を把握することができないことから、新設であれば事前協議を求める規

模の既存施設について、整備状況の報告を求めることを定めたものである。 

また、当該施設の整備状況を勘案し、整備基準に適合していない場合に、必要な

指導・助言をすることができることとした。 

 

〔説明〕 

●報告を求める対象については、現時点では、市町村の一定地域において計画的

なまちづくりを推進しているなど、当該区域内の既存特定施設の状況把握や整

備の改善が必要と考えられる場合や、特に高齢者、障害者等の利用度が高い大

規模な施設などを想定している。 

 

 

2 知事は、前項の報告があった場合にお

いて、当該報告の内容を勘案し、既存特

定公共的施設所有者等に対し、必要な指

導及び助言をすることができる。 

 

(立入調査) 

第22条 知事は、この条例の施行に必要

な限度において、その職員に、特定公

共的施設に立ち入り、整備基準適合状況

について調査させることができる。 

 

(立入検査） 

本条は、本条例施行の範囲内で、職員の特定施設への立入調査権限を与え、整備

基準適合の状況を把握することにより条例の円滑かつ実効ある運用を行おうとする

ものである。 

なお、立入調査については、事業者の負担等を考慮し慎重に運用するとともに、

身分証明書の携帯、提示を義務付けている。 

また、当然のことであるが、本規定は犯罪捜査のために設けられたものではない。 

 

〔用語の説明〕 

●「必要な限度」とは、条例第15条の事前協議をした者に対する第16条の指導

一助言に必要な調査、第19条の勧告のために必要な調査、第21条の既存特定

施設に対する指導・助言に必要な調査などが考えられる。 

 

 

2 前項の規定により立入調査をする職員

は、その身分を示す証明書を携帯し、関

係者に提示しなければならない。 

 

3 第1項の規定による立入調査の権限は、

犯罪捜査のために認められたものと解

釈してはならない。 

 

第3節 公共車両等及び住宅の整備 
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(公共車両等の整備) 

第23条 公共車両等を所有し、又は管理す

る者は、当該公共車両等について、高齢

者、障害者等が安全かつ快適に利用でき

るように整備に努めるものとする。 

(公共車両等の整備） 

本条は、高齢者や障害者等の自由な活動を実現するためには、建物や道路の整備

に止まらず、移動手段としての公共交通機関の整備が重要であることから、交通事

業者に対し、高齢者、障害者等が安全かつ快適に利用できる施設の整備に努めるよ

う定めたものである。 

公共交通機関の車両については、条例では特に基準を設けていないが、これらが

県の区域を越えて広域的に移動するという特性を持つことから、国土交通省監修の

「バリアフリー整備ガイドライン（車両等編）」を基準とした整備を図ることとする。 

 

(住宅の整備) 

第24条 県民は、その所有する住宅につい

て、居住する者が将来にわたり安全かつ

快適に利用できるように整備に努める

ものとする。 

 

(住宅の整備） 

福祉のまちづくりは、高齢者や障害者等の社会参加を促進していくという観点か

ら、多数の者が利用する公共的施設を整備の主な対象としているが、人の生活の拠

点である住宅についてもまた、「まち」の一部である。 

今日、誰もが事故や病気によりハンディキャップを背負う可能性を持っており、

また、全ての人が高齢者になるのであるから、これらに備えた住宅整備についての

視点を促すため、この規定が設けられたものである。 

第 1項は、県民が自ら所有している住宅についての規定であり、第2項は、住宅

を供給する者についての規定である。 

 

〔用語の説明〕 

●「住宅を供給する者」とは、建売住宅等の事業者、県、市町村等の公営住宅の

供給者、民間賃貸住宅の供給者及び社宅等を提供するものをいう。 
 

2 住宅を供給する者は、当該住宅につい

て、高齢者、障害者等が安全かつ快適に

利用できるように整備に努めるものと

する。 

 

 

 

 

第4章 雑則 
 

 

(国等に関する特例) 

第25条 国、地方公共団体その他規則で

定める者(次項において「国等」とい

う。)については、第3章第2節の規定は、

適用しない。 

 

(国等に関する特例） 

本条は、国等については、特定公共施設に係る事前協議などの一般規定について

適用しないことを定めたものである。 

 

〔説明〕 

●国等については、建築基準法第18条の規定により建築確認の特例などがあり、

これらについては、条例の適用についても一般と同等に扱うことが実情にそぐ

わないことから特例措置を定めたものである。 

 

〔用語の説明〕 

●「その他規則で定める者」とは、「当該法人の設置法令等により、建築基準法

第 18 条の規定の適用について国、都道府県又は地方公共団体とみなされる法

人」のことであり、各法人が該当するかどうかは、個別に確認する必要がある。 

＊その他規則で定める者の例：独立行政法人水資源機構、独立行政法人鉄道建

設・運輸施設整備支援機構、地方住宅供給公社、地方道路公社、日本下水道

事業団、国立大学法人、独立行政法人国立高等専門学校機構、独立行政法人

国立病院機構、独立行政法人都市再生機構 
 

2 知事は、国等に対し、その所有し、又

は管理する特定公共的施設の整備基準

適合状況について、報告を求めることが

できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(事務処理の特例) 

第26条 地方自治法(昭和22年法律第67

(事務処理の特例) 

 本条は、市町村に委譲する事務等を定めたものであり、ここに記載のないものに
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号)第252条の17の2第1項の規定に基づ

き、この条例及びこの条例の施行のため

の規則に基づく事務のうち、次の表の左

欄に掲げる事務は、それぞれ同表の右欄

に掲げる市町村が処理することとする。 

事     務 市町村 

1 次に掲げる事務 

(1) 第21条第1項の規定による報告を求めること。 

(2) 第21条第2項の規定による指導及び助言 

各市町村 

1の2 次に掲げる事務 

(1) 第19条第1項及び第2項の規定による勧告 

(2) 第20条の規定による公表及び意見陳述の機会

の付与 

長岡市及び上

越市 

2 次に掲げる事務であって、公共的施設の用途面積(そ

の用途に供する部分の床面積の合計面積をいう。以下

同じ。)の合計が2,000平方メートル以上である建築物

の全部又は一部を構成する公共的施設及び特定公共

的施設に係るもの以外のもの 

(1) 第14条の規定による適合証の交付 

(2) 第15条第1項の規定による協議 

(3) 第16条の規定による及び助言 

(4) 第17条の規定による届出の受理 

(5) 第18条の規定による検査 

(6) 第22条第1項の規定による立入調査 

各市町村 

3 次に掲げる事務であって、公共的施設の用途面積の

合計が2,000平方メートル以上である建築物の全部又

は一部を構成する公共的施設及び特定公共的施設に

係るもの 

(1) 第14条の規定による適合証の交付 

(2) 第15条第1項の規定による協議 

(3) 第16条の規定による指導及び助言 

(4) 第17条の規定による届出の受理 

(5) 第18条の規定による検査 

(6) 第22条第1項の規定による立入調査 

建築基準法第

4条第1項又は

第2項の規定

により建築主

事を置く市町

村 

4 次に掲げる事務であって、公共的施設の用途面積の

合計が2,000平方メートル以上である建築物の全部又

は一部を構成する公共的施設及び特定公共的施設に

係るもの 

(1) 第14条の規定による適合証の交付の請求に係

る書類の受理及び県への送付 

(2) 第15条第1項の規定による協議に係る書類の受

理及び県への送付 

(3) 第17条の規定による届出に係る書類の受理及

び県への送付 

各市町村(建

築基準法第4

条第1項又は

第2項の規定

により建築主

事を置く市町

村を除く。) 

 

ついては県で行う。 

 1 については、既存の特定公共的施設の状況把握について各市町村が行うことを

定めたものである。 

1 の 2 については、特定公共的施設の事前協議を行わずに工事に着手した場合、

又は協議内容と異なる工事を行い、かつ整備基準に適合しない場合の勧告について

記載の市町村にあっては当該市が行うことを定めたものである。 

2 については、公共的施設の用途面積 2,000 ㎡未満の建築物についての事務処理

（適合証の交付、事前協議及び協議者に対する指導及び助言、工事完了届の受理及

び完了検査、立入調査）について、各市町村が行うことを定めたものである。 

 3 については、公共的施設の用途面積 2,000 ㎡以上の建築物についての事務処理

（適合証の交付、事前協議及び協議者に対する指導及び助言、工事完了届の受理及

び完了検査、立入調査）について、特定行政庁（新潟市、長岡市、三条市、新発田

市、柏崎市、上越市、それ以外の県域については所管の県地域振興局）が行うこと

を定めたものである。 

4 については、公共的施設の用途面積 2,000 ㎡以上の建築物についての事務処理

（適合証の請求書類、事前協議書類、工事完了届の受理及び県への進達）について、

特定行政庁以外の市町村（新潟市、長岡市、三条市、新発田市、柏崎市、上越市以

外の市町村）が行うことを定めたものである。 
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(委任) 

第27条 この条例の施行に関し必要な事

項は、規則で定める。 

 

(委任） 

本条は、条例で規定していない部分について規則に委任することを定めたもので

ある。 

  

附 則 

この条例は、平成8年4月1日から施行す

る。ただし、第3章(第3節を除く。)及び第

25条の規定は、平成8年10月1日から施行す

る。 

 

附 則(平成11年条例第44号)抄 

この条例は、平成12年4月1日から施行す

る。 

 

附 則(平成15年条例第50号) 

この条例は、平成15年9月1日から施行す

る。 

 

附 則(平成18年条例第51号) 

この条例は、高齢者、障害者等の移動等

の円滑化の促進に関する法律（平成18年法

律第91号）の施行の日又はこの条例の公布

の日のいずれか遅い日から施行する。 

（施行の日＝平成18年12月20日） 

 

附 則(平成18年条例第62号) 

この条例は、平成19年4月1日から施行す

る。 

附 則 

この条例は、第1章の「総則」、第2章の「施策の基本方針等」及び第3章の第3

節「公共車両等及び住宅の整備」については、平成8年4月 1日から施行するもの

であり、第3章（第3節を除く）「施設等の整備」及び第4章「雑則」については、

周知期間が必要なことから、平成8年10月1日から施行することとしたものである。 

  

 


